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Grossbanken,Industriemonopole,Staat に代表される 1970年代から 80年代にかけて展開さ
れた独占資本理論は、積極的にナチ支持積極的にナチ支持した石炭・鉄鋼資本とナチと距離を
とった電機・化学資本などを区別するが、山本氏が扱った比較的マイナーな繊維・衣料資本は、
それとの関連で言えばナチ体制の中でどう位置付けられるのかという質問があった。 
また、時代を下って、1996 年に出された『ヒトラーの意に喜んで従った死刑執行人たち』
(Hitlers willige Vollstrecker)の知見である、ルター以来綿々と続くドイツ人内部にある反ユダ
ヤ主義を問題にすると、経済的合理性と反ユダヤ主義が交差しながら政策がすすめられる山本
氏の主張は、一般的に適応できるテーゼであって、ナチ体制の特質と言えるのかどうなのか、
という疑問も呈された。さらに、グリュンスパン事件の評価について、山本説を支持する他の
研究者はいるのか、という質問もあった。最初の 2 つの質問に関しては、衣料資本は全体の位
置づけからして小さく大資本と比較してナチ体制の位置づけは明確ではない。第 2と第 3の疑
問に関しては今後の課題となった。その他ニュルンベルク法の条文理解の妥当性が発言された
が、その都度的確な回答が得られた。 
（結論）審査委員全員の協議の結果、様々な観点から検討したうえで、山本論文は博士（文学）
の授与に値するに足る論文である、との全員の合意に至った。 
